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5図　参入阻止価格
　5図において、価格がρoのとき、新規参入企業の個別需要曲線は4040
であり、ρoは参入企業の長期平均費用LACよりも、高いので参入の可
能性はある。新たに参入しようとする企業は、自己の費用と個別需要曲線
4040と比較して参入するかどうかを決定することになる。ここで、水平
なLACは収穫不変を仮定した場合の長期平均費用曲線である。同図にお
いて、既存企業が価格をρoに設定すると、市場全体の需要量は90であり、
潜在的参入企業にとっての個別需要は90よりも右側の部分の市場需要曲
線によって表される。L　ACは90を原点とした潜在的参入企業の長期平
均費用曲線である。新たな企業が実際に参入した場合、その生産量が
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g1－gOの大きさであれば価格はρ1となり・参入企業の平均費用に等しく
なるので、参入企業の利潤はゼロとなる。同図からもわかるように、生産
量g1－90以上の生産量に対応する参入企業の長期平均費用は常に価格を
上回るので超過利潤はマイナスとなり、参入する誘引はなくなる。したがっ
て、既存企業は仮定2を変更してg1まで生産し価格をρ1に設定すること
によって参入を阻止できることになる。既存企業が90とg1の範囲の生産
量であれば、価格が♪oとρ1のどこかになり参入可能となる。その際、既
存企業は価格がρoよりも低くなり、軒並み超過利潤は減少する。彼らは
超過利潤の減少に我慢ならず、仮定2を変更して生産量を増大させること
によって、新規企業の参入を阻止しようとするだろう。仮定2を変更して
生産量をg1にまで増やせば価格がρ1の水準になって新規企業の超過利潤
はゼロとなる。その場合、参入企業の個別需要曲線は41d1の位置になっ
てしまい、いずれの価格でも、この新規企業のLACを下回るために、利
潤を得ることができず、参入することができない。したがって、ρ1がこ
の場合の参入阻止価格となる。
　もし、仮定2を変更しなければ、新規参入企業は生産量をg1－90以下
に制限することによって、市場への参入が可能となるのである。そして、
参入企業が増えるにつれて、寡占価格が順次低下して、既存企業の超過利
潤が少なくなっていく。
　その4　カルテルとプライス・リーダーシップ
　競争的寡占企業は相手の行動を予想して自分の行動計画をたてる。相手
の企業の反応を常に予測しなければならないという不確実性を除く行動の
ひとつにカルテルがある。カルテルは市場に参加するすべての企業が何ら
かの取り決めを行い、自主的に調整して競争を制限しようとする協定のこ
とである。カルテルには、価格カルテル、生産カルテル、マーケット・シェ
ア・カルテルなどいくつかの型がある。特に価格カルテルは売り手同士の
協定手段であり、実質的な競争の制限であり、独禁法の取り締まり対象に
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なっている。ところが、市場に参加する企業間に正式な組織や協定がなく
ても、価格協定と同じ効果をもちうるものにプライス・リーダーシップが
ある。業界の有力企業が価格を変更するとき、他の企業が一斎にこれに従
うということが習慣的になっていればカルテルと同じ効果が生まれる。往
年の新聞やビールの値上げにみられる日本のプライス・リーダーシップは
このような価格設定の型として、よく知られているところである。プライ
ス・リーダーシップが変わったりすると、この実態をなかなか捉えにくい
が、一般的には、製品差別化の成立しにくい市場では価格の変化に敏感な
のでプライス・リーダーシップが成立しやすいといえよう。
　しかし、現実の寡占市場では、価格カルテルやプライス・リーダーシッ
プがなくても、同じ位の価格を設定していることが多い。これは競争によ
るものではなく、むしろ競争相手が互いに読みあった結果である場合が多
い。この現象はひとつの学習効果であるが、別の理由として互いに価格競
争をしないような行動様式が存在するからでもある。市場集中が進めば進
むほど、競争相手の数が少なくなって、相手の行動を読みやすくなるから
である。産業組織論において、集中度を中心とする市場構造が重視される
のは、このような市場行動に結びつきやすいからである。
　カルテルが結ばれると、そのグループはひとつの独占企業のように行動
し、限界収入二限界費用の利潤最大化条件に基づき、価格ならびに寡占企
業全体の生産量が決定される。この価格がカルテル価格とよばれているも
のである。カルテルを結んだ企業の単位あたり純利潤はカルテル価格マイ
ナスその企業の単位費用となり、各企業の利潤は単位あたり純利潤と各企
業の生産量の積になる。
　カルテルの課題は、寡占企業全体の生産量を各企業問にどのように割り
当てるかということである。そして、現実には非合法な闇カルテルが広範
囲に存在している。しかし、一方ではカルテルに参加している企業が増え
て、カルテル破りが発生する可能性もおおきくなっているし、また、新た
な新規企業の参入を招くことによってカルテルが崩壊する場合もしばしば
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見受けられる。
6．結びに代えて
　以上のように、本稿では独占市場、独占的競争市場、寡占市場という3
つの市場を形態別に、荒削りであるが各市場を特色づける主要な理論を振
り返り説明ないし考察を重ねてきました。理論の重要性は言うまでもあり
ませんが、実際にはこれらの理論を使って、いろいろな現実の経済に応用
して実践していくところにもっと大きな意義があります。理論と実践はバ
ランスよくどちらに偏することもなく学ぶことが理想といえるでしょう。
しかし、現実の経済は巨大で複雑錯綜としているので、まず理論を学習す
ることが現実の経済を理解する早道なのです。どんな分野のことでも、理
論を軽視ないし無視して上達ないし向上はありえないのです。
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